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要旨　政党政治が「都政」において扱う対象の変遷は、「五五年体制」成立以降、60 年代
前半期までの「保守都政」、60 年代後半から 70 年代までの「革新都政」、さらに、80 年代
から 90 年代にかけての「保守中道都政」へと推移した。90 年代に入って、政党の支持を
受けない知事が登場すると、「無党派都政」とまでいわれ、「都政」はこれまで政党間の対
立と協調による伝統的なダイナミズムによって語られてきた。
　しかしながら、こうした見方に立つと、自民、公明などの政党の支援を受けた知事候補
に対抗して、政党からの協力を得ずして勝利した青島知事は、都議会内において少数の勢
力の支持さえ困難であったにも拘らずなぜ「都政」を運営できたのかという疑義が生じる。
そこで、本稿は、知事選挙における政党の支持の状況を、都政における知事のリーダーシッ
プの在り方に帰する既存の議論とは異なる点から都政を検討する。
はじめに
　政党政治が都政において扱う対象の変遷1)は、「五五年体制」成立以降、60 年代前半期
までの「保守都政2)」、60 年代後半から 70 年代までの「革新都政3)」、さらに、80 年代か
ら 90 年代にかけての「保守中道都政4)」へと推移した。90 年代に入って、政党の支持を
受けない知事が登場すると、「無党派都政」とまでいわれ、都政はこれまで政党間の対立
と協調による伝統的なダイナミズムによって語られてきた。しかしながら、こうした見方
に立つと、自民、公明などの支援を受けた知事候補に対し、政党からの協力を得ずに勝利
した無党派の青島知事は、都議会内において少数の勢力の支持さえ困難であったにも拘ら
ずなぜ都政を運営できたのかという疑義が生じる。
　日本の自治体政治における執政制度では、米国などに代表される大統領制に酷似した二
元的代表制が採用されているため、第一段階の選挙時に議会内多数派の支持を得ていない
首長による、第二段階の選挙後の自治体政治では、首長提案が、党派の相違から議会で通
過しにくいという現実に直面する。
　ところが、現実は必ずしもそうではない。表１は、都政運営の指標の一つと考えられる
知事提案の可決率について分析した値であるが、無党派知事といわれた青島知事時代にお
いても、可決率は、知事派が社公共３党の多数であったときの美濃部都政第３期の可決率
の 94％と同じであった。また、知事選挙後の２年間は社共両党が多数であったが、その
後の都議選で社会党が議席を減少させた結果、知事派の社共勢力が少数になった美濃部都
政第１期のときでさえ、その可決率は 99％という高率であった。こうした事実をどのよ
うに認識するのかという点が重要である。
　確かに、可決可能な提案に限って知事提案が行われれば、可決率が高くなるのは自明ゆ
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え、そうした操作が行われたことは容易に想像されなくもないが、しかし、仮にそうであ
れば、青島都政の可決率はもっと高くなるよう操作されても良かったはずである。しかし、
現実はそうではなかった。こうした事例は、誕生した知事の党派性が、知事選挙後の都政
の運営までをも規定しないことを示唆するのである。このため、知事選挙における党派性
を知事選挙後の運営に帰する既存の議論は限界を伴っていたといわざるを得ないことにな
る。
　こうした見方になるのは、国政における与野党関係や、知事選挙における政党間関係の
アナロジーで、知事選挙後の都政を説明しようとする姿勢のためであろう。このような議
論では、知事選挙を通じて選択された特定党派の連合による権力としての知事の「形成論」
が中核をなす。確かに、こうした議論は、「いかなる要因によって当該知事が誕生するこ
とになったのか」、知事政権の成立の解明には意味があっても、しかし、選挙後の自治体
運営の点では必ずしも有意味でない。特定の政権の誕生の解明には貢献しても、政権成立
後の統治に関する問題への対処には十分ではなかったと言わざるを得ない。したがって、
都政における政党政治の検討では、知事選挙後の政権の運営に注目することが重要になる。
すなわち、政治の担い手による公共性への挑戦は、多くの場合、選挙においてではなく、
選挙後の政治過程で顕在化するのか一般的であったからである。このため、執行機関の権
力がいったん成立すると、二元的代表制の固定任期の下では、価値の配分をめぐって諸ア
クターの競合する余地も大きく、こうしたアクターの、政治過程への介入の常態化はむし
ろ自明であった。したがって、本稿は、「知事選挙後の都政とは如何なるものか」に焦点
を置き、従来の議論とは異なる観点から都政に対する視座の提出を試みる。
表１　知事提案の可決率と政党の態度5)
知事派 期　間 提案数 可決数 可決率
主要政党の反対数
自民 公明 社会 共産
美濃部① 社 共 67-70 275 272 0.99 1 2 3 12
② 社共 / 公 71-74 294 289 0.99 18 0 0 3
③ 社 公 共 75-78 261 247 0.94 9 0 1 2
鈴　木① 自 公 民 79-82 223 223 1 0 0 38 54
② 自 公 民 83-86 207 207 1 0 0 32 64
③ 自 公 民 87-90 256 255 1 0 1 29 83
④ 自 社 民 91-95 246 246 1 0 0 0 76
青　　島 無 95-98 249 235 0.94 14 15 12 79
石　原① 無 98-99 284 284 1 0 0 1 75
平　均 255 251 0.98 5 2 13 50
（注）　美濃部都政第２期後半期の 1973 年３月から公明党は知事支持に転じた。
　　　石原都政は第１期の前半２年間のみの集計である。
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　おおよそ自治体は、首長と議会が直接選挙で選出される「政治」の単位として規定され
る。その際、法律の範囲内で自主的な条例制定権も保障され、それによって、住民の権利
と責任において自治体の行政機関が形成され、その行政機関は、二元的代表制によって運
営される6)。こうした自律性のゆえ、より身近な自治体として「どのように運営されるのか」
という「統治」のあり方が自治体の重要な課題となる。したがって、「東京都政」は、知
事という執行機関が、補助機構、職員団体、自治省や運輸省などの国の行政機関、さらに
は都内の区市町村等、諸アクターの要求を、地方行財政制度の下で、政党などからなる議
会との審議を通じて調整し、統一的に東京都を運営する諸活動と定義できよう。
　一つの自治体が自律的に運営されるには、財政再建団体に指定されることなく、自治体
の運営に関わる諸アクターを動員する能力が執行機関としての首長に求められる。つまり、
知事には、都政の代表として、政党との関係では政策に対する支持の調達が、また政策形
成では補助機関からの協力が、さらに自治体外では、国の行政機関や都内他自治体からの
円滑な関係を動員することが求められるのである。また、財政の運営では、東京都は戦後
一貫して財源超過団体であったが、一面では経済情勢によって財源が動揺するという税財
政構造の中でも推移したため、知事には、財源の調達とその配分において、諸アクターか
らの支持の調達をいかに図るかという管理能力も必要であった。景気の上昇期には、財源
の超過分を蓄積し、不景気には、これを取り崩して一般財源に充当するという財政運営が
しばしば採用された。財政的には国から自律的であったがゆえ、都財政の運営にはこうし
た行政技術が必要であった。全国の自治体を代表する立場の都知事の行政手腕の必要とす
る所以である。このため、本稿は都政の運営を都知事のリーダーシップとして論述するこ
とも視野に入れる。
　以下、第１節では、東京都の政治行政を執行する行政組織について把握し、続く第２節
では、それらの組織が、東京都の置かれた地方行財政制度の下で運営される場合、どのよ
うな点が問題となったのか、それらについて検討する。その上で「統治システムの管理」
という都政を把握する上での新しい視座の提出を試みる。
第１節　東京都の中枢組織と職員組織
⑴　中枢組織の目的
　一般的に自治体の行政組織は、「自治体における行政の指揮監督ないし権限と責任の配
分による行政業務実施の体系」と定義できるが、具体的には、首長の補助機構（首長部局）、
行政委員会、議会事務局、公営企業、公立諸学校、警察、消防等である。東京都の場合に
は「都制」との関連から、さらに都市計画等の行政組織が加わる。
　こうした行政組織に従事する地方公務員には、首長、副知事や助役などの特別職と、一
般職の区別がある（地方公務員法３条の２）。一般職は、通常「職員」と称され、管理監
督の地位にある、あるいは機密事項を扱う「管理職」とそれ以外の「一般職」とに区別さ
れる。この区別は、両者が同一の職員団体を共有できないといった規定（地方公務員法
52 条３項）にも表われているように明確である。たとえば、東京都の本庁管理職は課長
相当職以上で構成され、管理職率は 04 年直近６ヵ年間平均で本庁知事部局全職員の 5.1％
から 5.2％で推移し、実数において３千８百人程度でしかない。
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　このような幹部職員はいかなる目的で政策形成に加わり、政策課題に対処するのか、情
報や専門知識の点でもっとも大きな役割を果たす財務局の予算作成に関わる状況を概観す
ることを通して、この点を確認してみよう。
　通常、組織の成員は組織レベルの政策目標に沿って政策の企画立案を行っていく。ここ
で扱う財務局の事例でも、政策形成過程では、従来の慣習や常識が政策目標の大きな要因
になることが多く、またこのような過程自体が財務局の組織的統一性を維持することにも
寄与している。さらに、能力主義による財務局職員の早期の昇進、有望な職員の財務局へ
の異動、その後の都幹部への昇進等、こうした経験を通じて醸成される財務局職員の職業
意識は、経験的に政策遺産として財務局に定着する。このため財政運営の局面では、この
ような政策遺産が財政支出を規律して財務局の影響力を強化する方向に作用する。つまり、
財務局の存在自体が他の行政組織にその意義の重要性を認識させ、それが財務局の影響力
を過大視させる上でも寄与するのである。その影響力は一般職の採用と昇進という人事制
度に求められる。
　東京都の人事制度は、他の自治体には存在しない比較的早期からの有望若年職員の幹部
への登用システムとしての性格が強い。東京都の大卒程度職員の採用では、国家公務員採
用試験Ⅰ種のような受験時の成績によって将来の昇進を規定する選抜とは異なり、採用後
の勤務の状況に選考の重点が置かれている。「入り口選抜」の国の官僚人事制度に対し、「過
程選抜」という採用後の勤務状況を重視した制度ともいえる7)。ただ、これは人事院の場
合との比較であって、他の自治体との比較でいえば、東京都の人事昇進システムは、早期
の、しかも学力という基準による「エリート」選抜がその実態である。
　職員の採用は、大卒程度のⅠ類、短大卒程度のⅡ類、高卒程度のⅢ類、経験者任用の４
区分で行なわれ、新卒の場合、学歴ではなく年齢を要件に、事務系、技術系が一括で採用
される。このためⅠ類での採用者の幹部職員への昇進は必ずしも保障されているわけでは
ないが、しかし、激しい競争の下で採用されたⅠ類合格者は、本庁の各局か出先機関に、
主事という最下位の職位で配属されるものの、主事から主任へと、課長補佐級から課長級
への昇進試験さえに合格すれば、本庁、出先、あるいは他の部局等への異動を数年毎に繰
り返して、主任、係長、課長補佐、課長、統括課長、部長、局長へと昇進の機会が与えら
れる。二つの昇任試験に合格しさえすれば、あとは勤務評定にしたがって一定の役職まで
の昇進が可能なのである8)。
　たとえば、管理職試験に合格した若年の幹部候補職員は、その後の異動で管理部門の中
枢の局に配属される9)。若くして課長職に昇進する資格を得た彼らは、財務局、総務局、
企画審議室等の管理部門の３局に在籍したのち、統括課長、部長、局長へと昇進する。
1947 年７月の安井都政から 92 年の鈴木都政３期終了時までの約 45 年間における 28 人の
副知事経験者の総務局長と財務局長への就任人数と平均在職期間の比較では、総務局長は
23 人で在職期間は平均２年、財務局長は 20 人で平均 2.2 年であった。また前職について
見ると、総務局長では、総務部門出身者が３人、財務、主税などの財政部門出身者が６人
などとなっているのに対し、財務局長では総務部門出身者が１人、財政部門出身者が 11
人であった。さらに後職を見ると、総務局長 23 人中、副知事へ７人（鈴木都政時の横田
政次を含む―退職後副知事に就任）、財務局長へ２人、退職者が９人、その他５人に対し、
財務局長 20 人の内訳では副知事へ７人（美濃部都政時の田坂益男を含む－総務局長のの
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ち副知事に就任）、総務局長へ２人、退職者が４人、その他７人であった10)。財務局長は
ほぼ同じ分野から登用され、彼らの多くは副知事に昇任して最高位を占める。47 年の安
井都政１期目から石原都政１期目の 2003 年までの 14 回の副知事人事において、財務局長
出身者が副知事に就かなかった期間は、総務局長出身者が副知事に就任しなかった 20 年
の期間（安井都政１・２期、美濃部都政の１期、鈴木都政の１期、石原都政１期目）に対
し、安井都政の３期目、鈴木都政の１・３期目、石原都政１期目の 16 年間であった11)。
これらの実態は、財務局経験者がいかに有利な昇進をしているかを物語っている。
　また、都庁では、中央官庁の割拠性とは異なり、行政の総合性という特徴がある12)。た
だ、政治職は知事１人で、かつ知事による政治任命職もその数は少ないため、知事周辺の
幹部と補助機構との融合は必ずしも深くない。少数の特別職で東京都という行政組織を運
営するには、副知事以下の機関を知事がいかに掌握できるかに依存する。それは、知事と
幹部職員との協調を前提となすが、その総合調整に当たるのが管理部門、すなわち財務、
総務、政策審議室の３局である13)。中でも財務局には財政運営に関し、次の二点が強い関
心の対象となる。一つは財政赤字の指標とされる経常収支比率の推移であり、他の一つは
財政再建団体指定の回避である14)。ではこのような認識は如何に形成されるのであろうか。
　財務局の存在意義は、その専門的知識に基づく政策技術の精巧さにあると考えられるが、
それは何も財務局職員に限定されるものではない。他の多くの局の幹部職員にも共通する
技量である。ただし、これらの局の職員と財務局職員とが異なる点は、その職員意識のあ
り方にある。財務局職員の人事異動では財務、主計など主に財政部門を中心に昇進、異動
を繰り返すことで「財政畑」が形成され、それを通じてその存在意義と財務局職員同士の
共通認識が高められる15)。換言すれば、それは彼らに限定された特別のエリート意識といっ
ても良い。もちろん彼らはそれら以外にも専門的な議論や財政政策の細部の理解によって
も同志的意識を持つが、日々の財政運営を通して得られる知識や経験に基づいて決定を
行っている日常こそが、ここでは重要である。つまり、政策をめぐる技術的な知識やそれ
に対する中立的分析的な解釈の提示というより、歴史的な財務局の前例や、政策の当事者
としての自覚、さらには、経験に照らして望ましいと考えられる政策、入庁年次による上
下関係の重視等、それらのために、彼らの専門的知識は発揮され、そのことを通じて彼ら
の存在意義はますます高められる。そうであるからこそ、彼らのような職員は、一般職の
60 歳定年より早く勇退し、局長では 56 歳で東京都の管理する団体等に再就職することを
いとわない。むしろ後進に道を譲ることによって、彼らの行政技術は継承されるとさえ考
えられる結果として、次の職場の確保と、そこと財務局との一体性を高め、個人としてよ
りもより組織の擁護を追求するのである。それがゆえに、幹部職員は、膨大な量の残業や
高度の個人的能力の発揮にも堪え得る。東京都がその昇進を保障し、安定的に人事を支え
るのも、彼らからすると、「先行投資の成果」であるとさえいえよう16)。このように、若
年で幹部候補と目された職員の庁内における地歩は、他の職員に比べて圧倒的に優位であ
り、また、そのような優位性が彼らをして他部門からの自律性を高める要因にもなってい
るため、財政運営に関する認識も高い。
　こうした理念を具体化するために、財務局の権限は、第一に、予算の決定と査定という
編成作業を通して、都庁全体の政策形成に影響を与えることができ、第二に、予算編成全
体の作業を通して、東京都全体の利益を図る立場を強調するため、他局のような部分利益
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の代表者ではなく、中枢的な存在としての優位性を高め、政治的にも中心的な役割を担う。
そのような立場を通じて、財務局は他の局とは異なる、局の独立性を印象付ける。予算に
関する権限が、財務局にとっては如何に重要であるかがよく理解できる。
　予算編成は、予算作成から、私人としての東京都の財産運用にまで至る広範なものであ
るが、それを経理部、主計部、財産運用部、庁舎管理部、営繕部の財務局内各行政組織が
分担する。このため、財務局が予算に対する権限を確保しようとすれば、一部門としての
影響力以上に都庁全体の総合性17)を保つことが必須となる。財務局は、歳入、歳出の両面
にわたって財政の全てを管轄し、このことを通じて、財務局は他局に対する影響力、財政
情報の集積等、両面で卓越した存在として突出している。
　予算編成を通じての全庁的統制が財務局の目標であるとするなら、財務局は、その統制
を通じて如何なることを達成しようとするのであろうか。この疑問に答えるには、財務局
が予算に影響力を行使している状況を知る必要がある。次にその点を予算編成の観点から
検討しよう。
　財務局の影響力の源泉は以下の３点と考えられる。第一に、「予算見積もりについて」
という副知事名による依命通達の前に、当該年度の予算編成日程を調整することによって、
予算編成の主導権を保ち、実質的に知事の予算権限を主導することである。第二に、他局
との折衝や予算要求の「聞き取り調査」を通じて歳出項目を追加したり、削除して査定作
業を行なうことである。第三に、議員や政党からの予算要望の受け入れ機会を限定するこ
とである。
　各局予算の査定に関わる一つ一つの作業自体は、予算全体の規模から見ると過小なもの
であり、周辺的な末節の作業でしかないが、各局の政策や重点的な施策の必要性を問う意
味を持つため、財務局にとっては重要な作業と認識される。周辺的な作業の見積もりが予
算の骨格を作り全体の枠組みを決定するのである。もちろん地方自治法では、予算の作成
権限は知事にあるため、主査査定、予算１～３課長査定、主計部長査定、財務局長査定と
いう段階を経てかたち作られるこのような財務局の査定も、「内査定」といわれて、「日陰
の存在」でしかないが、編成された予算案が、12 月に財務局原案としていったん確定す
ると予算案としての公的性格を帯びる。知事査定、復活折衝を経て変更されるとしても、
復活要望における知事枠は年度で精々200 億円程度の配分でしかないため、予算案全体を
動揺させる事態には至らず、修正そのものが限定されているため、財務局原案が、ほとん
ど「公式の予算」となる。従って、内査定とはいっても、その内実は各局にとって重要な
意味を持つが、そうした査定が可能であるのも、財務局の敷く日程によって予算全体が編
成されていることと関係が深い。
　また、歳出項目の削減追加や査定は、予算規模を決定する財務局の影響力を高めること
に寄与する。予算査定は、財務局にとって決定的に重要な予算規模の統制を意味する。し
かも、予算課および財政課は、翌年の予算規模を決める材料となる情報を独占する一方で、
予算要求基準設定時には、他局に対し次年度の税収や経済状態等、次年度の予算規模を決
定する情報をほとんど提供せず、次年度の予算見積もりは、あくまで財務局の過去の経験
や経済情勢の予測、そして経済に影響を与える政治情勢の予想等に基づいて決定される。
しかも、こうした「私的決定」であっても、最も重要なことは、財務局原案が執行機関内、
あるいは議会での予算審議に際し、唯一の案となることである。地方自治法の 149 条は、
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地方公共団体の長に唯一予算案の作成に関する権限を保障するが、知事の予算案決定の権
限は、実質的には財務局主計部が掌握している。つまり、予算を実際に見積もり調整する
権限は、細部にわたる事務作業の全てを行なう主計部に属しているのである。
　また議員や政党、各種団体からの予算関連の要望受け入れは、７月下旬の依命通達の発
令後、各局における予算編成作業の過程で行なわれるが、この要望は、担当各局で直接、
案件毎に受け付けられて検討されるため、極めて事務的に処理されるという面が強い。要
望受け付けによって予算全体の骨格が大きく修正されるということは皆無といって良い。
通常、財政的予算的措置に関連する要望については財務局が、それ以外については各局の
窓口が担当する。また 12 月に編成される財務局原案段階では、国の大蔵原案とは異なり
公表されないため、政党等からの要望受け入れは、知事査定の段階で、要望項目を羅列し
た政党の要望書の受け入れという形式で行なわれる。しかし、このような政党からの復活
要望も、知事原案発表の翌日の正午には締め切られるというように、時間的制約が強いた
め、かなり限定的なものとならざるを得ない。
　このような財務局の影響力に対し是正が試みられなかった訳ではない。主計部への権限
の集中は、行政のあり方を考える上でも問題視されてきた。たとえば、美濃部都政下の
1968 年１月、東京都行政臨時調査会、通称長谷部調査会による第一次助言は、経営局内
予算部の新設を提案している。知事は、都政における従来の総務―財政主導体制を変更し
て、企画調整局―経営局主導を構想した。すなわち、知事は長谷部調査会の助言に沿って、
財務局の主計部を新設の経営局に移動させ、予算部を新たに設置しようとしたのである。
しかし改革対象部局、すなわち財務局からの強い抵抗によって、条例改正は困難となり、
必要最小限の機構改革で幕を下ろさざるを得なかったのがこの改革の実態である18)。知事
の予算編成権が如何に形式的なものであり、また財務局に対する知事の影響力が如何に限
定的であるかが良く分かる。
　こうした財務局の影響力の実態を観察すれば、財務局が、このような統制を通じて何を
達成しようとしているのかに関する点を確認するのは意外に簡単である。
　予算作成の管轄組織である財務局が警戒しなければならない点があるとすれば、それは、
予算を外部から制約する要因がある場合である。たとえば、知事主導により公約を実現し
ようとする場合がある。鈴木都政における臨海計画が例として挙げられる。知事は「マイ
タウン東京」公約の一つとして臨海地区の開発を行なうが、80 年代後半の都財政の税収
の増加によってそれは可能となった。このような場合には、その目的が明確であるため、
議員、利益団体等の予算要求側と同じ側に財務局は立たざるを得ないため、予算の調整や、
予算決定に財務局が影響力を発揮することは難しくなる。
　また、80 年代後半の財政状況のように、税収が好調な環境では、他局や議員からの予
算要求が、制約を持つことなく徐々に累積されていくため、要求側は財務局の意図とは無
関係に、予算獲得を容易に達成する。これらの場合、仮に財務局が組織の予算決定力を保
持しようとすれば、予算規模に制約を課して、財務局の予算作成に対する裁量を残してお
くことが必要となる。鈴木都政の後半期にあたる 80 年代後半に、増大する税収に対応し
て財源に余剰の生じた場合、財源の一定割合を各種基金の積み立て、１兆円近い財源を蓄
積したことは、財務局の裁量が効果的であったことを示している。ここでは、財源に余裕
のある状態でも、財務局の予算に対する裁量や影響力を損なうような制約には、知事の場
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合であっても財務局は敏感に反応するのである。財務局が緊縮財政と放漫財政の間で巧妙
に均衡を図ろうとするのも、財政赤字は財務局の予算に対する統制を弱めるからである。
また、起債による予算編成の場合も財務局では忌避される。歳入財源に起債を充てるとす
ると、起債には自治省の許可が必要であり、そのような場合では、財務局の予算統制に対
する権限は、自治省の影響力に移転して、予算統制力が、財務局の手から離れてしまうか
らである。
　このように、財務局は知事を補佐する立場にあるが、予算作成に関わる制度的統制を通
じて、財政運営の主導権の確保を目指す。これは彼らの組織利益を擁護する方向でもある。
このため、知事の財務局からの支持の調達は重要であっても、その実行は必ずしも簡単で
はない。逆に、知事が補助機関を掌握しようとすれば、財政政策を通じて財務局を中心に
掌握することでその効果は発揮できるが、しかし、そうであるがゆえ、知事の統治能力の
試される所以ともなる。
　以上は、東京都の行政組織の中枢の状況の検討であったが、こうした中枢機関の周辺に
位置する、職員の場合はどうであったのか、この点を次に確認する。
⑵　職員組織とその機能
　1948 年のアメリカによる政令 201 号は、公務員に対する労働基本権を制限した。これ
は労使関係に対する民間と公務との区別を意味したが、この政令の趣旨は今日でも継続さ
れている。中でも地方公務員の労働協約の締結は未だに達成されてはおらず、そのため給
与やその他の勤務条件は、争議権の代償措置として地方公務員法では自治体の人事委員会
の勧告に基づくことが定められている。しかし、現実には労使で事実上協約を行う場合も
あり、そこには法定主義では解決されない労使の関係も存在するため、これらの過程は関
係アクターの思惑を背景とした政治過程をなす。しばしば労使の取り決めが「ヤミ」の慣
行や協定として議会やメディアから指弾されるのは、そのような過程のゆえである。
　こうした背景には、公務員と労働者という二つの立場の衝突がある。公務員の労働基本
権に対する制限を支持する立場の背後には、国民に奉仕すべき公僕としての公務員の労使
関係が、当局と労組間の力関係で決定されることへの不満があり、他方、制限に反対する
立場の背後には、同じ労働者でありながらも、その権利の行使が抑制されていることへの
不満があるからである。人事委員会はこのような二つの立場の均衡をいかに図るかという
点から努力を傾注している19)。
　しかし、人事委員会が労使を調整する第三者的な役割を担ったとしても、年度毎の指針
は、知事と議長という執政機関の代表に対する「勧告」という形態を取っている点で、労
働側の立場の補強も意味している。つまり執政機関内における職員の性格は、人事委員会
制度自体が公務員である前に労働者としての立場をより重視しているのであろう。このよ
うな環境の下で行動する職員には、労働者という意識が強く働く反面、公務員としてのそ
れは希薄で、公務員というのはむしろ仮の姿であって、一定のイデオロギーによって首長
と対峙する立場を取る場合が特に幹部には多いという実態がある20)。
　東京都の場合でも、一般職を組織化する都労連（東京都労働組合連合会）の傘下の単組
でも、特に現業職組の構成員にはこうした意識が強い。彼らは新制高卒のものが多く、75
年に東京都の職員制度が制度化されるまでは臨時職として入庁し、昼間は勤務して夜間は
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定時制学校に通学するという環境で卒業し、その後、主に外局に配属され、いわゆる「た
たき上げ」と称する立場の職員から構成される。大卒で採用された職員の、その後の昇進
のあり方と比較すれば、その乖離は大きかった。ノン・エリートとしての彼らは、「労働
運動でもしなければ出世はできない」という伝統的職場環境の中で育っていたのである。
このため彼らは、勤務中ですら飲酒し、職場での遊興に興じ、都合によって欠勤するとい
うこともしばしば見られた。ところが、その反面、要求だけは人一倍するといった「うる
さ型」の労働者としての一面も持ち、特に交通局では、高度経済成長とそれによる交通の
近代化によって、バス事業に熟練職を中心とした余剰人員が発生した 80 年代まではこの
ような勤務実態がしばしば見られた。彼らは長年の経験と勘で車両や軌道の保守や点検に
従事したが、交通機構の近代化に伴って余剰となっていたのである。
　こうした環境下で、勤勉かつ職場改善意識の強かった一部のものは、積極的に労働運動
に身を投じ、それに関わる程度が増大するに伴って、出先機関の執行委員から書記長など
の単組の役員へと「昇進」し、若くして都労連の将来を担う人材となった。むしろ彼らは
公務員としてではなく、労働運動に関わる「運動家」としての立場に自らの役割を見出す。
このため、エリート意識の強かった幹部職員との労使交渉においてこそ、彼らの存在意義
は確認され、幹部職員に対する「怒号」や「恐喝まがい」の言動を通じて、彼らは労使交
渉の優位を印象付け、職場に対する貢献と、労組幹部としての影響力を誇示したのである。
　もちろん、こうした彼らの意図が達成されなければ、ストライキという手段を通じて、
究極的には労組員の要求と職場組織の擁護のためにも寄与した。ここでは労組員相互の結
束を固めることに熱心になり、敵に対し立ち向かったという意味において、一定の実績の
あったことを労組員や第三者に対し提示した。このような方法は、彼らのどのような目的
に基づくものであったのか、これを次に確認しよう。
　一連の労使交渉において注目されるのは、労組員にとって最重要の身分の確保に対する
当局の挑戦、すなわち人員整理よりも、給与削減を忌避していた点である。労組員の存在
意義が労組内における昇進である以上、中枢組織の幹部職員が昇進して、役付加算やそれ
の反射的利益としての勤勉手当や期末手当の差額支給、また退職金への反映なと、勤務期
間が長期に及ぶに伴って得られる彼らの成果の増大に反し、昇進の限られた労組員の生涯
賃金には、格段に格差があったため、労組員は現職中の人件費の確保に熱心にならざるを
得なかった。退職金削減への反対姿勢の強化は、労組員の職場での昇進の望めない現状に
対する防衛策のひとつであったと考えられる。労組組織率が 80 年代に入って漸減した実
情に鑑みれば、彼らにとってこのような判断はきわめて合理的であった。労働運動意欲の
旺盛な若年の労組員の確保が困難視されている点への攻勢、あるいは打破の意味で、労働
運動への従事によっても、一定の経済的措置は可能という実態を若年労組員に提供するこ
とで、若年労組員の確保を目指したのである。
　また、労使交渉過程においても、労組員にとって不人気な政策、たとえば、人員整理や
給与削減などが当局から提案された場合には、労組にとって優先度の低い、あまり重要で
ない合理化政策の一部の変更に応じることで、当局から譲歩を引き出す。各行政組織から
なる単組は都労連の一部をなしていたため政治的妥協では、合理化において最も重要な部
分を守り通すことが他の単組に対する自らの労使問題への姿勢を示すことにもなり、それ
から脱落することは他組に対する裏切りとも解釈された。都労連は一体としての結束を保
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つことを目的のひとつにしていたのである。このため、組織利益や当局からの譲歩を引き
出す交渉が、合理化を目指す当局に対する戦略の中心をなした。このような交渉では、な
るべく少ない損失で大きな利益を得ることが必須であり、当局に政治的圧力をかけつつ、
最も有利な形で交渉を進めるためにも一定の行動パターンを取った。
　より重要なことは、このようなパターンは単組、あるいは労組員の各々に共有されたと
いうことである。実際、労組員の中では「相手の話しは聞くな」、「下手に出るな」という
交渉戦術が取られた。「相手の話しを聞くな」とは、相手ペースで内容が煮詰められるこ
とへの警戒であり、戒めを意味する。また「下手に出るな」とは、仏心を出して、当局担
当者の情に流されては、当局ペースで交渉が進展するといった経験的事例に基づく判断で
ある。つまり、交渉で必要なのは、決して相手の話しをまともに聞かず、優位に交渉を進
めるために時には恫喝も必要とする交渉術である。相手と交渉するときには、なるべく自
らに有利な提案から始め、その交渉過程で譲歩を細かく設定し、自らの利益に深く関わる
妥協は最後の段階まで引き延ばす、できればこのような妥協の回避を目指す。労組は、多
くの場合このような方法によって、政治的圧力に対し、自らの意図を守ろうとした。換言
すれば、妥協を重ねても、それが本質の外側、つまり周辺部の妥協であれば、労組として
の政治的交渉は成功裡に終わり、本質まで後退すれば、重要な政策目的まで損なわれると
考える。このような一連の交渉過程は、ことの解決というより、如何にして組織の優位性
を保持するかという組織利益の擁護にこそ、その目的があった。つまり、彼らの意図は、
単に労働条件の改善というより、労働運動そのものにあったと考えられるのである。
　こうした目的を持った都労連は複雑な成立経緯と構造を伴っていた。この点が都労連の、
結束の重視を目的とした反面で、統一性を弱化させる要因にもなり、美濃部都政から鈴木
都政への交代にも影響を及ぼしていくのであるが、これは後述する。
　管理職以外の大半の職員を組織する都労連は、行政職、労務職、企業職、教育職から成
るが、そこでは地方公務員法上の職員団体と、地方公営企業労働関係法上の労働組合とが
混在した。地方公務員法上の職員団体としては知事部局と特別区の職員を組織する東京都
職員労働組合（都職労、後に東京都庁職員労働組合、都庁職に発展した）が、都内公立小
中学校教職員を組織する東京都教職員組合（都教組）が、都立高校教職員を組織する東京
都高等学校教職員組合（都高教）と、さらに都立大・都立短大の教職員を組織する東京都
立大学短期大学教職員組合（大学職組）があった。一方、地方公営企業労働関係法上の労
働組合としては、交通局職員を組織する東京交通労働組合（東交）と、水道局・下水道局
職員を組織する全水道・東京水道労働組合（全水労・東水労）があった。
　こうした法令上異なる出所を持つ単組の連合体としての都労連は、加盟団体の自主性を
尊重せざるを得ず、その機能は知事と公営企業管理者というおのおのの任命権者に共通す
る基本的な労働条件を中心にして、交渉、連絡調整、統括を、総務局勤労部を交渉窓口と
して行った。都労連は統一要求、統一交渉、統一妥協の統一三原則のもと、賃上げの共闘
組織として存在した。その結果「賃金の都労連」との名声を全国的に博す21)。中でも中心
的存在は成員の多かった都職労であった。
　都職労は戦後いくつかの節目を経るが、1949 年 11 月の第６回臨時大会で、全国組織の
自治労連から脱退して直ちに自治労協を結成し、都庁の労組としての独自性を強めた。そ
の後、67 年には「明るい革新都政をつくる会」の組織化を支え、美濃部都政の登場にも
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貢献した。71 年 12 月には、代議員の選挙制度を全組合員による制度に変更して、組織整
備と合わせて組合の近代化も図った。こうした組織体制の整備後、72 年５月の第 40 回大
会では、執行部主導で、「政党支持・政治活動の自由の原則」を確立し、政党支持の自由
化を図った。その結果、70 年代初頭以降、政治的にはそれまでの社会党から共産党勢力
が台頭することになった22)。その後、75 年 10 月、都職労は、都職労の組織内団体として
知事部局を中心に、東京都全職員の約３分の１で都庁職として再編され、76 年３月１日、
地方公務員法上の職員団体として登録された。70 年代前半までは上部団体の自治労の委
員長を輩出するなど、自治体労働運動のリーダー的存在であったのである。
　また、東京都立大学短期大学教職員組合（大学職組）は、1946 年秋に結成された都立
高専職員組合が前進となる。同労組は 47 年秋、都労連へ加盟し、49 年４月の学制改革で
新制大学が発足すると、都立大学高専職員組合に拡大改組した。そして、61 年には都立
工業短大の廃止問題を契機として発足した工業短大組合と立川短大組合の参加も得て、61
年 10 月に現在の大学職組に至る。
　また、公立小中学校教職員からなる東京都教職員組合（都教組）は、1945 年 12 月、東
京都教員組合（都教）として結成され、46 年３月には東京都中等学校教職員組合（中教組）
と東京都青年学校教職員組合（青教祖）が、同４月には東京都国民学校教員組合（国教）
が結集されて都教職員協議会（都教協）になった。これが都労連へ加盟したのは 47 年２
月であった。その後 47 年７月、現在の東京都教職員組合（都教組）になった。東京都高
等学校教職員組合（都高教）が、日教組への加盟が早かったこともあって、「日教組育ち」
の職員が多いのとは対照的となっている。
　また労組としては、歴史的に古い東京交通労働組合（東交）がある。東交の発足は早く、
その前身は 1919 年（大正８年）９月結成の「日本交通労働組合東京市電従業員部」に遡る。
金融恐慌時「市電自治会」と「市電自治体現実同盟」に分裂したが、29 年「東京交通労
働組合」として再発足した。一時戦時体制に入って 1940 年７月、解散を余儀なくされた
ものの、再建は早く 45 年 11 月には登場している。その後、東京従業員組合、（都従）、東
京都教員組合（都教）、東京都水道従業員組合（水従）にも呼びかけ 46 年１月、「対都共
同闘争委員会」を設置し、同年６月都労連を結成し東交委員長がその初代委員長に就き、
都労連の中心となった。産別組織として日本都市交通連合会に、総評結成時には最有力の
推進メンバーとして積極的に参加している。以降、都労連委員長は、東交か都職労から選
出されるというほど、戦後の都政に影響力を行使した。東交は日本最古の労組を自負し、
長年の伝統の中で交通局と家族主義的な労使関係を築いてきた23) のである。
　また全水道・東京水道労働組合（全水道・東水労）は、1945 年 11 月の、東交、都従、
都教組、水従の結成後、12 月結成された。その後同労組は 46 年６月都労連を結成して参
加する。水従を中心に全国水道従業員組合連絡協議会（全水連）が 51 年 11 月に発足する。
その後水従は 51 年２月都職労水道支部と合同し 52 年 10 月には下水道を吸収し、52 年 12
月には全水連の総評加盟を実現させ全国単産としての地位を築いていく。水従は 54 年５
月、名称を改め、東京水道労働組合して発展改組された。続いて 61 年３月、全水連が発
展的解消し、全国水道労働組合（全水道）が結成された。62 年７月に東水労の解散が行
われ、その後８月には都労連再加盟、同８月全水道関東地本加盟、９月全水道への加盟が
段階的に行なわれた。それによって全水道・東京水道労働組合となった。
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　各々の組織は独自の成立経緯を示すが興味深い特徴もあった。都労連加盟の６単組の中
でも、都職労、都教組、都高教、大学職組は一般職24) であったため、職員団体に、しかし、
東交と全水道は現業職を包摂していたため労働組合という、同じ都庁職員ではあってもそ
の所属組織の差異によって職員の身分は大きく分かれた。この差異は労働基本権としての
団結権や団体交渉権にも関係したが、職員自身についていえば、特に個人的待遇面で差異
があった点は注目されてよい。
　職員の待遇改善が第三者機関の人事委員会に委ねられたのが職員団体（都職労、都教組、
都高教、大学職組）であり、個別に公営企業管理者との交渉に委ねられたのが労働組合と
しての東交と全水道であった。警察、消防、教育職員をはじめ知事部局の一般職の待遇は、
概ね各年度の 10 月、人事委員会の勧告の答申によって処遇されたのに対し、同じ都庁舎
内に勤務した水道、下水道、交通の各局の現業職では人事委勧告を待って、各単組と所属
の公営企業当局との交渉に委ねられた。このような差異は、待遇の差異に連動して、多く
の場合、現業職には不満を抱かせる強い要因となったといってもよいのである。
　また、６単組は都労連という同一組織に属しながらも、党派的には社会、共産両党を支
援する単組に別れ、社会党を支持した東交、全水道、都高教と、共産党を支持した都庁職、
都教組、大学職組とで構成されていた。こうした要因が、知事選挙や都議選での特定候補
の擁立をめぐっての党派的対立として顕在化し、都政をより複雑にする政治的要因として
機能することになる。各々の単組は、各々歴史や組織的特質、労使関係が異なっていたた
め、軋轢も生じ、それが都労連の行動を制約することにも帰結した。70 年代までは、労
使交渉の形式的な交渉当事者である水道、下水道、交通各局長との個別交渉と並立して、
都労連が総務局と中央交渉を行って、その後に各局労使が条件を上乗せをするという、都
労連交渉方式が賃金闘争では効果的に行われていた。中央交渉での成果は、議会の承認事
項でもあったことから、都労連の各単組は、競ってより多くの組織内議員を都議会に送り
出すことに精力を費やした25)。しかし、こうした待遇面での交渉方法も変容していくこと
になる。
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